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➊持続可能なバス路線網の構築
　　　※　地域公共交通再編事業の対象

市、利用者、交通
事業者、国

❷生活交通路線の維持確保
　　　※　地域公共交通再編事業の対象

市、交通事業者、
国

❸関係機関による協議の場の設置

協議会

年２回程度（夏・冬頃）の開催を予定

❹地域間幹線系統バス路線の維持・改善
　　　※　地域公共交通再編事業の対象

市、近隣市町、北
海道、交通事業
者、国

胆振地域生活交通確保対策協議会への継続
的な参加

❺広域的な公共交通の維持・改善

市、近隣市町、北
海道、交通事業
者、国

北海道新幹線の札幌延伸や白老町民族共生
象徴空間の開設を見据え関係機関と連携

❻主要アクセス道路の維持・改善

市、近隣市町、北
海道、国 白鳥新道や道道中央東線などの主要道路の

維持・改善について、関係機関と連携

❼地域コミュニティ交通事業
　　　※　地域公共交通再編事業の対象

市、地域住民、交
通事業者、国 石川町会と連携し、スクールバス混乗を継続し

て実施　※地域コミュニティ交通事業費

❽新たな二次交通の導入

市、利用者、地域
住民、関連事業者 まちなかの回遊性向上に資する二次交通を検

討

❾最先端技術の調査研究

市、利用者、関連
事業者 スマートフォン等を活用した先端技術の調査研

究

❿高齢者の移動手段の確保

市、交通事業者
高齢者の外出支援と公共交通利用促進に資
する支援策を検討

⓫ユニバーサルデザイン車両の導入促進
　　　※　地域公共交通再編事業の対象

市、交通事業者、
国 ユニバーサルデザイン車両の普及に向け国庫

補助金等の活用を検討

⓬ICTを活用した公共交通サービスの向上

市、交通事業者
バスロケーションシステムやマップなどICT情報
サービスの充実を検討

⓭交通結節点の機能強化
　　　※　地域公共交通再編事業の対象

市、北海道、交通
事業者、国 拠点となる駅などの利便性向上に資する整備

を検討

⓮待合環境の改善
　　　※　地域公共交通再編事業の対象

市、北海道、交通
事業者、国 人口推移、利用状況などを踏まえ、整備箇所

などを検討

⓯モビリティ・マネジメントの推進

市、利用者、市
民、北海道、交通
事業者、国

利用促進に資する公共交通の乗り方教室や
マップ作成などを検討

⓰公共交通に関する情報発信強化

市、交通事業者

公共交通に関するホームページ内容の検討

⓱人材確保のための取り組み

市、北海道、交通
事業者、国 国・北海道・事業者などと連携した人材確保策

を検討

⓲公共交通事業者のイメージアップ

市、北海道、交通
事業者、国 広報紙やホームページを活用した公共交通の

仕事内容の発信を検討

⓳スクールバス運行の適正化

市、交通事業者
子どもの人数などに応じたスクールバスの適
正化を継続的に検討
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基本方針 施策体系 実施事業
主な

実施主体
H31年度の取り組み

（予定）

基本方針１

コンパクト・プラス・
ネットワークの実現

① 持続可能な公共交通
網の構築に向けた取
り組み

路線ごとの利用状況等の分析、改善方策等に
係る協議、他市の支援状況の分析などに取り
組む
　※生活交通路線維持確保バス補助金

② 都市の骨格交通軸の
維持・改善に向けた取
り組み

基本方針２

地域特性を踏まえた
多様な公共交通の
確保

③ 地域特性に応じた最
適な公共交通の導入
に向けた取り組み

④ 高齢化に対応した取
り組み

基本方針３

公共交通の利便性
向上や市民意識の
醸成による利用促進

⑤ 公共交通の利用環境
の向上に向けた取り
組み

⑥ 市民意識の醸成など
公共交通全体の活性
化に向けた取り組み

基本方針４

公共交通サービスの
持続的な提供に向け
た取り組み強化

⑦ 公共交通を守り育む
取り組み

個別路線等の詳細分析

・事業者との協議

実施内容

の検討

実証実験

評価検証
本格導入の検討・実施

調査研究

事業実施

　※適宜実施内容を検討

国・北海道等と連携

観光等の分野で広域的に連携

胆振地域の協議会に継続参加

地域公共交通活性化協議会を継続開催

継続実施

　※適宜、最適な交通手段を検討

継続的に適正化を検討

事業者と

の協議

支援策の検討

　※可能なものから実施
　　　　　　　継続・見直し

システム等導入の調査・

事業者との協議

導入検討

　※可能なものから実施
　　　　　　　継続・見直し

各世代向けに実施

　※マップ作成等

ホームペー

ジ作成、内

容検討

事業者と連携した取り組み実施

広報誌・ホームページによる情報発信

整備内容等の検討、準備、実施

　※財政状況等に応じ複数年等を考慮

ホームページ情報発信継続。交通結節点の情報発信方法

検討　

　※可能なものから実施

継続実施

　※適宜実施内容を検討

個別路線等の詳細分析
支援のあり方検討

　※適宜制度等の内容を見直し

実施検討

　※補助等の状況を勘案
　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し

　　　　　　　継続・見直し
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整備内容等の検討、準備、実施

　※財政状況等に応じ複数年等を考慮
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